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研究成果の概要（和文）：近年東アジア海域は複雑かつ多様な諸問題に直面している。領海主権・島嶼（領土）
をめぐる紛争、サケ・マス・カツオ・オットセイなどの魚類・海獣の捕獲と保護、海底資源の争奪といった事柄
である。これら諸問題の萌芽は近現代史の中に発見できるはずであり、ゆえに歴史学は複雑に絡み合った諸問題
の解決の糸口を探せるはずである。そこで本研究課題では、国家権力が海洋を囲い込む「領海主権」、そこで確
保・利用される海洋資源（海洋権益）、そこに形成される「海洋社会」を意識的に中心に据え、歴史学・国際政
治・海洋法・軍事・社会学・文化史など諸方面から学問横断的に取り組んだ。

研究成果の概要（英文）：In recent years, the East Asian Sea area has been facing a variety of 
complex and diverse problems. These include disputes over sovereignty over territorial waters and 
islands (territories), the capture and protection of fish and marine mammals such as salmon, trout, 
bonito, and fur seals, and competition for seabed resources. The seeds of these problems should be 
found in modern history, and therefore history should be able to find clues to solving these 
complexly intertwined problems. Therefore, this research project consciously focuses on ``
territorial maritime sovereignty'' in which national power encloses the ocean, the marine resources 
secured and utilized there (marine rights and interests), and the ``maritime society'' that is 
formed there. Worked across disciplines from various fields such as international politics, law of 
the sea, military, sociology, and cultural history.

研究分野： アジア史

キーワード： 海洋　歴史　領海主権　海洋資源　海洋社会　東アジア　北太平洋

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでにも「海の帝国史」「海域アジア史」など「海（海洋、海域）」に着目した研究は少なくなかった。し
かしその多くは海上貿易を中心とした経済的アプローチに偏向しており、「海」それ自体すなわち国家権力が囲
い込む「領海主権」や、確保・利用される「海洋資源（権益）」、形成される「海洋社会」に取り組む研究はほ
とんどなかった。「海」はあくまで交易・交通路として取り扱われ、「陸」の論理をそのまま「海」に援用して
きたにすぎず、「海」の論理から世界を見直してみようとする視点に欠けていた。本研究課題ではそうした課題
に正面から取り組み、現在の海洋をめぐる国際紛争などを考える上での歴史的ツールを提供した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 先行研究においても「海の帝国史」や「海域アジア史」など「海（海洋、海域）」と銘打っ
たものは少なくなく、陸上世界から提出されてきた歴史世界とは異なる興味深い歴史像を提示
してきた。しかし多くが海上交易を中心とする経済史的アプローチに偏向しており、「海」それ
自体を意識的に中心に据え、「海」の論理から歴史を捉え直そうとする試みはなかった。 
(2) 現在東アジア海域は様々な国際的諸問題を抱えている。領海・領土（島嶼）をめぐる紛争、
カツオ・マグロ・ニシン・サケなど魚類の乱獲と保護、メタンハイドレート・海底油田など資源
の争奪などである。これら諸問題の萌芽は近現代史の中に発見されるはずであり、かかる点から
すれば、歴史学は現在の問題を読み解き解決する１つのツールとなるはずである。 
 
２．研究の目的 
(1) これまでの研究にはなかった「海」それ自体――国家権力が経済的政治的利益を求めて海を
囲い込む「領海主権」、具体的な経済的利益である「海洋権益（資源）」、複数の海域に跨がる列
島を舞台に形成される「海洋社会」――に視点をおいた「海洋の歴史」を構築する。 
(2) 「海洋の歴史」の構築は「海」をめぐる国際社会の歴史や現状を理解するためだけではなく、
将来的な課題にも対応する未来への解決の糸口を提供するところに意義がある。 
 
３．研究の方法 
(1) 海洋に関わる歴史文献の調査・収集を徹底的に実施し、読解・分析・論理の構築を行う。具
体的には日本をはじめ韓国・中国・台湾はもちろん、東アジア海域を考える場合にはずすことの
できない域外国家であるアメリカ・ロシア・イギリスなどをも視野に入れ、史料を収集する。研
究成果はオンラインないし対面式の研究会などで発表・報告する。 
(2) 文献史料のみではなく、当該海洋国の関係者（政府関係者、水産業機関関係者、漁民など）
にインタビューを行い、現状の詳細な把握に力を入れる。 
 

４．研究成果 

本研究課題の研究成果は個々の学術論文や学会発表に表現されているが、そのうち最大の研

究成果は研究成果報告書として作成・出版した太田出・川島真・森口（土屋）由香・奈良岡聰智

編『領海・漁業・外交――19～20 世紀の海洋への新視点』（晃洋書房、写真）である。本報告書

は４年間の研究の精粋を集めたものであり、多様な分野の研究者が一同に会して討論を交えた

からこそ獲得できた新知見をまとめたものである。各章の概要を簡単に説明しておく。 

 

第１章「清末中国における領海主権と漁業博覧会――張謇による「海権」論の実践」（太田出）

は、中国の海洋国家への転換・発展を歴史的に考えようとするものである。太田は、この問題を

考えるうえで注目すべきなのは、清末（19 世紀末）以降、中国の政治家や海軍関係者を中心に

受容されたマハンの「海権」論であるとし、本章では、その「海権」論が実践に移されていく段

階において、清末の政治・実業家として著名な張謇がいかなる役割を果たしたのかに焦点をあて

る。特に 1906（光緒 32）年のイタリア・ミラノ漁業博覧会において張謇が領海主権に関わる主

張をどのような方法で展開し、そこに海洋国家としての中国の理想像をいかに提示したのか、そ



れは当時の政界でいかなる評価を受けたのかなどの諸問題を取り上げた。そこでは、博覧会にお

いて清朝が「漁民の活動海域こそが「漁界」であり、それが欧米諸国のいう「海界」であり、そ

れが領海主権を行使しうる海域なのだ」と強調し、「中国の論理では「漁界」→「海界」→領海

主権となるのであり、狭い海峡を前提とする三海里主義は自国の海にはそぐわない」「かかる中

国漁民の歴史的な漁撈活動に基づく「歴史的水域」に対して「歴史的権利」を有する」（33 頁）

という考え方を展開したことを明らかにした。また張謇の主張の背景にはマハンの「海権」論の

影響があったとする。 

第２章「1920 年代における漁場監視と日中関係――竜口・海州のマダイ漁場を事例として」

（佐藤良聖）は、渤海におけるマダイ漁をめぐる日中関係を通して、戦間期東アジアにおける漁

場管理問題を考察した。具体的には「1920 年代の東アジア海域をめぐる日中関係を竜口・海州

沖における漁場監視の試み」を中心に、「海域管理を制約した政治的・行政的な構造上の問題」

（58 頁）を取り上げている。日本外交文書や新聞記事などを多用しながら、日中間の漁業紛争

の主要因となったトロール漁船の出漁制限をめぐる、農林・外務両省ならびに各地の在外公館、

あるいは関東庁といった日本側の統治機関の対応に焦点をあてた。佐藤は、緻密な考証を経たの

ち、「日中双方の海軍が漁場管理に介入を強めていったが、マダイ漁の急速な退潮や世界恐慌、

あるいは満州事変の影響を受け、漁場監視は事実上の解体へと向かった」（80 頁）と結論づけた。 

第３章「カナダ日本人移民による塩鰊のアジアへの輸出――戦間期における塩干魚類の移動」

（河原典史）は、第二次世界大戦以前、カナダ・ブリティッシュコロンビア州に渡航した日本人

移民によるニシン（鰊）漁（ニシン巾着網漁業）および塩鰊製造業を俎上に載せる。そこではバ

ンクーバーの大陸日報社が発行した日本語新聞『大陸日報』や農商務省および水産講習所の『海

外ニ於ケル本邦人ノ漁業状況』『加奈陀太平洋岸鰊・大鮃漁業調査報告』のほか、塩鰊製造業者

が撮影した古写真、木村岸三が記録・収集した「木村コレクション」など稀有な史料から塩鰊製

造業の実態が明らかにされている。渉外および政治対策のために設立された、嘉祥商会、田端商

会や Vince ＆ Co. Ltd.など 12 業者からからなる同業者組合は、塩鰊を上海や香港などへ直接

的に輸出するだけでなく、神戸を経由して日本の植民地などの東アジア地域へも転送していた。

具体的には中華民国・香港のほか、朝鮮や台湾、満州にまで相当量の塩鰊が輸出されたのである。

カナダで等閑視されてきたニシン漁は日本人移民により主要な輸出品にまで成長し、ひいては

太平洋の食文化にも大きな影響を及ぼすにいたったことを指摘する。 

第４章「生態学的地図作成の試み――戦間期の北太平洋における鮭鱒漁業の変容と水産海洋

学的アプローチの台頭」（伊藤孝治）は、戦間期の 1920 年代から 30 年代にかけて北太平洋――

オホーツク海・ベーリング海――における日本の鮭鱒漁業がいかに展開したかを、水産学的アプ

ローチという観点、たとえば水産学者による「生態学的地図作成」などから検討したものである。

そこでは、日本のみならずアメリカ・ソ連を加えた科学知識を用いた競争・協調・対立としての

鮭鱒漁業が描出され、「地図作成」が「同時かつ競合的に」進められていたことが明らかにされ

た。ただし、それは平面的領域ではなく立体的空間として捉えられた。伊藤によれば、いずれの

国でも「鮭鱒を漁獲するためには漁場利用の権益を確保することと同時に鮭鱒の回遊経路や生

活史を科学的に解明することが重要である」（135 頁）と考えられ調査が実施されたという。伊

藤は、これまで漁業問題を議論するさいに、科学者・技術者が果たす役割が軽視されてきたこと

に対して警鐘を鳴らしながら、漁業と科学技術が不可分の関係にあったことを強調している。 

第５章「遠洋練習航海論――大日本帝国海軍・海上自衛隊を例として」（奈良岡聰智）は、大

日本帝国海軍として 61 回、海上自衛隊として 66 回（2022 年現在）実施され、近年では「防衛

外交」の先駆けと評価を受けながらも、十分に実証的な研究がおこなわれてこなかった遠洋練習



航海（遠航）を取り上げる。奈良岡は、明治期の大日本帝国海軍から現代の海上自衛隊にいたる

までの遠航を通史的に丁寧に描き出し、遠航が「外洋航海のためのノウハウと人材を持たない日

本海軍が、お雇い外国人の助言に従い、航海技術の習得と人材育成のために開始」されたものか

ら、「近代海軍として急速に成長して」（206 頁）いき、世界三大海軍国にふさわしい練習艦隊を

編制していったこと、第二次大戦における敗戦と海軍の消滅によりその伝統はいったん途絶え

たが、現在では「防衛外交」の担い手としてしっかり定着していることなどを明らかにした。ま

た遠航の役割を①親善訪問、②外交問題の解決、③国家意思の表明、④示威、⑤対外広報、⑥自

国イメージの向上、⑦対内広報、⑧情報収集、⑨人脈形成、⑩在外居留民との関係性の維持・強

化の十点にまとめ、今後の遠航研究にきわめて重要な整理をおこなっている。 

第６章「1930 年代後半の日ソ漁業交渉」（神長英輔）は、日ソ間の外交文書やソ連共産党の文

書を用いながら、1930 年代の日ソのサケ・マス漁（北洋漁業）を中心とする漁業交渉の行方と

そこに垣間見える日ソの政治的関係を解明しようとするものである。神長は、日本語の外交文書

はもちろん、大量のロシア語史料を駆使しながら、丹念に漁業交渉に立ち会った人々の努力と苦

悩を描き出し、きわめて説得的な議論を展開している。日ソ間の漁業交渉をめぐる研究としては、

群を抜いた緻密さで舞台裏を解き明かしていると同時に、当時の交渉のなかに水産資源の保護

という現代にも通ずる重要な観点が存在したのか否かにも触れており、「確かにあった」（253 頁）

ことを実証した。また漁業者やマスメディアの動きにも着目しながら、ポーツマス条約を盾にし

た日本側の主張に対し、ソ連は「日本国内の漁業者や各新聞の主張を念頭に「力には力で対抗す

る」意志を明確に示」して反駁したとし、「漁業者たちの国内向けの帝国主義的な言説はソ連指

導部の心証をいちじるしく害し、それが漁業交渉に否定的な影響をもたらした」（253 頁）と述

べる。明確な問題設定と、それへの回答を的確に提示した神長は、地域開発や水産加工技術など

と漁業交渉との関わりを今後明らかにすべきと提言する。 

第７章「日米漁業摩擦の渦中における知の生産と翻訳」（森口（土屋）由香）は、1952 年、東

京のアメリカ大使館に新設された「漁業アタッシェ」なるポストの設置背景およびその役割につ

いて、第二代目のアタッシェのウィルヴァン・ヴァン・キャンペンと彼が著書を翻訳した水産海

洋学研究者の宇田道隆に焦点をあてながら検討を加えたものである。森口は、アタッシェ設置以

前、おもにマグロ漁業を中心に、日米間に漁業をめぐる政治・外交的な対立が生じていたことを

指摘したうえで、かかる問題の解決に取り組む人材として水産学の学知が動員されることにな

り、漁業アタッシェが誕生したことを明らかにする。彼らアタッシェを中核として「さまざまな

個人間のネットワークが築かれ、専門的な知識の伝達・交流が行われ、コミュニティーが形成さ

れた」という。そして「彼らのトランスナショナルな知的活動は、政府の目的からかけ離れた成

果をも生み出した」（287 頁）とする。漁業アタッシェはたんに政府のために知を調達したので

はなく、知の自律性や越境性をもたらしたとし、戦後の漁業交渉を考えるうえで、漁業アタッシ

ェの活動に目を向けるべきであることを示した。 

第８章「中華民国海軍敦睦艦隊と日華中関係――1972 年の訪日をめぐって」（太田出）は、第

五章・奈良岡論文が日本海上自衛隊の練習艦隊を取り上げたのに対し、中華民国（台湾）海軍の

練習艦隊＝敦睦艦隊の任務と意義を、1972 年の訪日を中心に分析したものである。大日本帝国

海軍・海上自衛隊に練習艦隊が存在し、海軍外交の一端を担ってきたのと同様に、中華民国（台

湾）にも敦睦艦隊と呼ばれる、遠洋航海訓練を行う練習艦隊が存在する。それは友好国を訪問し、

両国間の友好関係を確かめ発展させようとする海軍外交の一部を成し、1953 年のフィリピンを

皮切りにグアム・ハワイ・ミッドウェー・琉球（当時アメリカの施政下）などアメリカ、フィリ

ピン、ベトナム、韓国などを訪問したが、近年では中華人民共和国の中華民国に対する「孤立化」



政策の影響もあって、各国との断交が続き、パラオ、マーシャル諸島などに限定されていく傾向

にある。太田は、中華民国海軍の外交史上に敦睦艦隊を位置づけるとともに、特に 1972 年の最

初で最後の日本訪問となった、佐世保・呉市への寄港をめぐる日華中の反応について考察を加え

る。「二つの中国」「一つの中国、一つの台湾」という政治的なイデオロギーを抱えた中華民国

の敦睦艦隊の活動は、該国が政治的外交的に置かれた位置を象徴的に表す重要なツールである

ことを指摘する。 

第９章「1970 年代中国の渤海・南黄海汚染問題」（川島真）は、1973 年の第１回全国環境保護

会議の開催をもって中国の環境問題への取り組みの画期とする先行研究に対し、それ以前の

1970 年代の渤海・南黄海における海洋汚染問題において見られた中央と地方のそれぞれの対応

策を追いながら、その実態と具体的な展開を描出する。1960 年代、中国政府はすでに深刻な汚

染問題、特に海洋汚染を認識し始めており、周恩来が調査を命じていた。それは「三廃（廃水、

汚染された気体、固形廃棄物）」問題として提起され、対処が求められるようになった。渤海湾

や南黄海の汚染はその象徴的なものとして捉えられ、原因となった石油、すなわち沿岸の油断か

らの漏出、精油施設からの漏れ、船舶のバラスト水からの流出などに対策が施されるようになっ

た。こうした取り組みは中央の周恩来・華国鋒・李先念らの指示によって主導されたが、一方で、

山東省など地方の自立的な目標設定や調査も見られた。こうした中央・地方の連携・関係性を示

す資料として編纂されたものの１つが山東省革命委員会環境保護領導小組弁公室編『防治渤海

黄海汚染文献選編』（2016 年）であった。川島は、海洋汚染問題という極めて大きな国家的課題

を、中央と地方の双方の視点から丹念に検討すべきことの重要性を強調する。 

第 10 章「台湾の捕鯨「外交」――1981 年の捕鯨停止宣言前後を中心に」（林淑美）は、1987

年に日本で発生した台湾からの鯨肉密輸事件の原因を、台湾捕鯨史のなかに位置づけながら、戦

後の台湾・アメリカ・日本の捕鯨外交と国際捕鯨委員会（ＩＷＣ）との関わりを中心に読みとろ

うとしたものである。ＩＷＣが 1977 年から非加盟国からの鯨肉輸入禁止を決定すると、非加盟

国であった台湾は、日本植民地時期から展開していた、半世紀以上にわたる商業捕鯨の歴史にピ

リオドを打ち、捕鯨の許可をすべて取り消し、81 年 7 月 16 日には捕鯨事業の停止を宣言した。

その背景には、反捕鯨の旗頭であったアメリカから政治的な圧力があったこと、台湾がＩＷＣに

加盟できなかったために鯨肉を日本に合法的に輸出できなくなったことなどの要因があった。

林は、台湾の中華民国政府が捕鯨停止の宣言を公示した前後において、アメリカや日本などとの

間にいかなる捕鯨外交を展開・交渉したかについて詳細な分析を加えながら、「捕鯨をめぐる錯

綜した国際情勢と繰り返される日米の攻防のはざまで、そのしわ寄せが外交関係をほとんど断

絶された台湾にもたらされた」（391 頁）と指摘し、密輸事件はその軋みを表現したものであっ

たと述べている。 

以上、本研究課題の最終的な報告書の内容を整理してみた。2019 年度から始まった本研究課

題は、コロナ拡大やウクライナ戦争の影響を正面からまともに受け、海外調査も国内移動もまま

ならない中、ようやくこの段階にまで達することができたという感があり、残された課題も少な

くない。今後機会があれば、“自由な移動”という状況下において本研究課題の補充の調査・検

討を実施したいと希望している。 
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